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全教委連発第１１１号  

平成２７年８月２７日  

 

文部科学大臣 

下 村 博 文 様 

 

全国都道府県教育長協議会 

会 長  中 井 敬 三 

 

 

「地域とともにある学校の在り方」に関する意見について 
 
 

 平成２７年８月４日付け事務連絡で依頼のありました標記の件について下記

の通り意見を申し上げます。 
 

記 
 

学校を取り巻く環境は複雑化・困難化しており、学校に求められる役割もか

つてと比べて拡大・多様化している。こうしたなか、学校と地域との連携は欠

かせないものとなっている。 
そのため、「地域とともにある学校の在り方」については、今後とも実効あ

る取組を期待するとともに、学校が地域の核となって、地方創生を成し遂げる

重要な役割を担うものといえる。 
 

１ 現状認識 

○ コミュニティ・スクール（以下「ＣＳ」という。）の制度創設から約１

０年が経過し、各地で様々な実践が進んでいる。その一方で、地域間で取

組の差が生じていることや、学校運営の基本方針の承認が年度始めの授業

開始以後になっているなど学校運営協議会が形骸化・形式化しているとい

う問題が指摘されている。 

○ また、文部科学省では、ＣＳを学校運営協議会の通称としているが、こ

のことにより、学校運営協議会を設置していない学校では、「地域との連

携」が進められていないとの誤解を生じかねない。 

○ 法定の学校運営協議会を設置していなくとも、類似の取組を行うなど、

実質的にＣＳ同等の活動を展開し、地域との連携を図っている学校も少な
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からずある。こうした中、全ての学校に現行の学校運営協議会を必置とす

ることは、実現が困難であると考える。 

○ このような現況を踏まえ、今後、地域とともにある学校の取組としてＣ 

Ｓを推進するには、従来と同様の「メリットを強調した情報発信」だけで

は限界がある。学校現場からの生の声を真摯に聞き取り、顕在化している

課題にしっかりと対応する必要があると考える。 

 

２ 顕在化している課題 

（１）ＣＳの導入は必ずしも学校現場において教職員が子供と向き合う時間が

増えたといった成果につながっていない。それどころかＣＳが導入されて

いることが学校側の負担増につながっている側面がある。このことは、文

科省が行った調査（注参照）からも明らかである。 

 

（２）学校運営協議会の「教員人事に関する意見」への学校現場や教育委員会

の抵抗感は、（１）の課題と相俟って、大きな障壁になっている。 

 

（３）また、学校を支える地域側においても、学校運営に積極的に参画するこ

とについては、地域や住民によって意識に大きな差がある。したがって、

国が定める画一的な学校運営協議会では、多様な住民の意識に対応できな

い状況にある。 

 

３ 提案 

こうした「顕在化している課題」を踏まえ、今後さらにＣＳを推進してい

くために、下記の方策を提案する。 

（１）情報発信の改革と支援措置の拡充 

○ ＣＳが具体的にどんな活動をしているのか、例えば、ＣＳ指定校に

おいて教頭・教務主任等が実際に行っている学校運営協議会の事務の

状況など、実際にＣＳに取り組んでいる現場の「生の情報」の発信が

必要である。特にメリットとデメリットの実態こそが、未導入地域が

求める情報であり、メリットのみならず、例えば、ＣＳの指定を取り

やめた学校の意見やその経緯についても明らかにするなど、デメリッ

トも正確に発信することが重要である。 

○ ＣＳ導入による多忙化に対応するためには、人的措置が不可欠とな

る。具体的には、全てのＣＳ指定校に加配教員やＣＳディレクターを

配置するなど、十分な財政支援が求められる。 
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（２）制度改正 

○ 学校運営協議会の「教員人事に関する意見」は、非常にデリケートな

問題であり、依然としてこれを懸念する声も大きい。そのため、教育委

員会の尊重義務を削除する改正を行うなど、教育現場からの要望に対応

する必要がある。 

○ 現行制度における、全ての機能を有する画一的な学校運営協議会を置

くか置かないか、という仕組を改め、例えば、学校や地域の実情に応じ

て一部の機能のみを有する学校運営協議会を置くことができるなど、弾

力的な制度設計とすべきである。あわせて、学校支援地域本部等の類似

の取組を含めて、「学校の応援団」を増やすための包括的な方策につい

ても検討すべきである。 

○ 現状においても、ＣＳが目指すところの学校と地域との連携は、学校

支援地域本部等を活用して各地域で既に多彩に展開されている。そうし

た学校もＣＳに含めるなど、ＣＳの概念を学校運営協議会に限定せずに

広く捉えていく必要がある。 

 

 

（注）コミュニティ・スクールに関する文部科学省委託調査研究結果（抜粋）  

  ①コミュニティ・スクールの成果認識（指定校）【平成２３年度調査】 

   ・学校と地域が情報を共有するようになった・・・９２．６％ 

   ・教職員が子どもと向き合う時間が増えた ・・・１９．８％ 

   ※ 「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計 

  ②ＣＳ指定前後の課題に対する認識の変化【平成２５年度調査】 

   ・学校運営協議会の成果が不明確である・・４６．２％ → ２３．６％ 

   ・管理職や教職員の勤務負担が増える・・・６１．２％ → ５１．８％ 

   ※ 「当てはまる」「ある程度当てはまる」の合計 

 
 


